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名古屋市民ギャラリー栄喫茶店出店者募集に係る仕様書 

 この仕様書は、名古屋市（以下「市」という。）が名古屋市民ギャラリー栄喫

茶店出店者募集要項に基づき、名古屋市民ギャラリー栄喫茶店出店者（以下「出

店者」という。）が行う業務の内容及び履行方法を定めたものである。 

１ 運営に関する基本的な考え方 

  名古屋市民ギャラリー栄喫茶店（以下「喫茶店」という。）の運営にあたっ

ては、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条第 1 項に定める「公の

施設」であることを念頭に置いて行うこと。 

２ 貸付物件 

所在地 

貸付場所・面積 

名古屋市中区栄四丁目 1番 8号 

名古屋市民ギャラリー栄 7 階 96.96 ㎡  

※以下図面赤色部分 

名古屋市民ギャラリー栄 

（中区役所平和不動産共同ビル 7・8 階）

※当該ビルにおける喫茶店は本貸付物件のみ 

（令和 3年 10月 1日時点） 

敷地面積 3,426.47 ㎡ 

建築面積 1,968.95 ㎡ 

延床面積 3,813.86 ㎡ 

設

備

給水設備 市水道本管からの引き込み管の口径 20mm 

電気設備 5 箇所（各 2口） 

空調設備 全館冷暖房有 

ガス設備 無し（※火気の使用は禁止） 

【出店場所図面：名古屋市民ギャラリー栄 7階平面図】 
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３ 指定用途 

  喫茶店の営業 

４ 貸付期間 

  令和 4年 4月 1日から 5年以上 10 年以下で出店者が提案する日まで 

 ※借地借家法（平成 3年法律第 90 号）第 38 条に定める定期建物賃貸借契 

約によるものとし、貸付期間の更新は行わない。 

  ※前出店者の貸付期間満了日が令和 4年 3月 31 日であるため、営業準備を 

開始することができるのは、貸付開始日（令和 4年 4月 1日）からであ 

る。 

  ※営業開始日は出店者が提案する日付。 

  ※この期間には、喫茶店が原状回復に要する期間を含む。 

５ 貸付料 

   貸付料は出店者の提案金額とし、契約書に定める期限までに、市発行の納入

通知書により納付すること。 

 ６ 契約保証金 

(1) 貸付契約の締結と同時に、契約保証金を市発行の納入通知書により納付 

すること。 

(2) 契約保証金は、提案した貸付料の年額に 100 分の 10 を乗じて得た額以上 

の額とする。 

  (3) 契約保証金は、貸付物件の明渡し完了後に還付する。但し、未払い貸付料

等がある場合は、市に対する一切の債務を控除した残額を還付する。 

 (4) 契約保証金には、利息を付さない。 

 (5) 契約保証金は、現金又は銀行振出の小切手に限る。小切手は、納付日前 10

日以内に名古屋手形交換所参加店舗である金融機関が振出した小切手でな

ければならない。これに該当するかどうかは、小切手の振出しを受ける金融

機関で確認すること。 

７ 経費の負担 

  出店者が負担すべき経費は以下のとおりとする。 

(1) 光熱水費等 

指定管理者（以下「管理者」という。）が中区役所平和不動産共同ビル管

理者（以下「共同ビル管理者」という。）に対してギャラリー全体の使用料

を支払い、出店者は、管理者からの請求に基づき、喫茶店使用にかかる電気

及び水道使用料相当分を支払うこと。支払いにかかるその他詳細について

は、市及び管理者と協議とする。また、喫茶店において過剰な電気量及び水

量の使用が発生し、共同ビル管理者が行う供給契約に影響を及ぼす恐れが
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ある場合、出店者は市、管理者及び共同ビル管理者と事前に協議が必要。 

  なお、火気の使用を禁止しているため、ガス料金はない。 

(2) 喫茶店営業に必要な各種手続きに要する一切の費用。 

(3) 貸し出す備品は製氷機 1 台とする。これ以外に新たに設備又は備品を持

ち込む場合、事前に市の承認を受けたうえで出店者が手配し、設置、維持

補修及び撤去・更新に要する費用は出店者が負担すること。設置、更新、

撤去にあたっては、関係法令を遵守する他、ギャラリーの利用の妨げとな

らないよう行うこと。また、既存物等を毀損しないように注意し、損傷を

及ぼしたときは、出店者がこれを復旧修理又は補償するものとする。 

(4) 店舗内改修、模様替え等原形を変更する場合に必要な費用（事前に書面に 

より市の承認が必要。ただし、固定式でないテーブル・椅子の移動によるレ 

イアウト変更等、容易に現状復旧が可能な案件については、協議を要しな 

い）。なお、貸付面積内にある情報コーナーエリアの備品については管理者 

が管理しているため、破損・不具合等が生じたときは管理者にすみやかに報 

告すること。 

(5) 貸付エリア内照明管球の調達・交換に要する費用 

 (6) 貸付エリア内の清掃・防虫・防鼠・消毒等の衛生管理に要する費用 

 (7) 貸付エリア内の各種設備・内装等の日常的な維持管理、修理、廃棄に関す

る費用 

 (8) ごみの処理に必要な一切の費用 

 (9) 貸付期間が満了し、又はその他の事由により契約が終了する場合の貸付

物件を原状に回復する費用。ただし、市が特に必要がないと認めるときはこ

の限りでない。 

８ 貸付条件等 

 (1) 施設の管理・運営 

  管理者には、平成 30 年 4 月 1 日から公益財団法人名古屋市文化振興事業

団を指定しており、喫茶店の営業及び管理運営については出店者が行うも

のとする。管理者と、管理運営上必要な時は調整を行い、良好な関係を保つ

こと。なお、管理者は令和 5年 4月 1日から変更となる場合がある。 

 (2) 営業時間 

   営業時間は、ギャラリーの開館時間内において、出店者が定めるものとす

るが、火曜日から日曜日の午前 9時 30 分から午後 5時までは必ず営業する

こと。ただし、ギャラリー休館日の月曜日については、利用者がギャラリー

への搬入を行うため営業は可能。月曜日の営業時間については事前に管理

者と調整すること。 

   開館時間：（火曜日～土曜日）午前 9時 30 分から午後 7時まで 

（日曜日）午前 9時 30 分から午後 5時まで 

※施設点検や利用がない場合等は早期閉館あり。 
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(3)休業日 

ア 12 月 29 日から 1月 3日まで 

イ 中区役所平和不動産共同ビルの閉館日及び施設整備のため施設使用を

許可しない日として管理者が設定した日 

ウ その他ギャラリーが臨時休館する日 

(4) 人員配置 

ア 営業に関する決定権を有する専任の責任者（店長または支配人に相当 

する者）を常駐させること 

イ 営業に必要な人員を配置すること 

ウ ギャラリーの防火管理者の求めに応じ、喫茶における防火管理を徹底

すること。消防署から防火上の指導等があった場合には出店者が対処す

ることとし、消防訓練には必ず協力すること 

 (5) 喫茶店内は厨房も含め、全面禁煙とする。喫茶店利用者に対する禁煙表示

を行うとともに、従業員にも禁煙の旨を周知すること。 

 (6) 食材・物品類の搬入及び搬出 

  食材・販売品等の搬入及び廃棄物等の搬出を行う際は、通行者や他の車両

の妨げにならないよう配慮すること。停車場所及び搬出入経路は、予め管理

者及び共同ビル管理者の指示を受けた方法によることとする。なお、地下駐

車場は使用不可とする。 

 (7) 提供メニュー及び価格 

多くの方が利用しやすい品目と価格設定とし、事前に市の承認を得るこ 

と。なお、提供品目には、テイクアウトが可能なものを含むこと。 

 (8) たばこの販売 

   たばこの販売は禁止とする。 

 (9) 営業許可の申請 

   食品衛生法（昭和 22 年法律第 233 号）に基づく営業許可の申請、その他

法令で定める諸官庁への申請・届出等については、すべて出店者の負担で行

うこと。 

 (10)衛生管理 

出店者は、清潔保持及び衛生管理に十分注意を払うとともに、食品衛生法

上の発生事案については、すべて出店者の責任と負担において対処するこ

と。衛生管理及び感染症対策については、関係法令等の遵守・徹底を図ると

ともに、関係機関等への届出、検査等が必要な場合は遅滞なく手続きを行う

こと。 

 (11)貼紙、看板等の広告行為 

貸付面積内（情報コーナー含む）における貼紙、看板等の表示は、管理者

の承認を得て行うこと。ただし、市又は管理者は当該表示を必要に応じて撤

去又は場所替えを指示することができ、出店者はそれに従わなければなら

ない。 
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 (12)非常時の対応 

市内において大地震、大型台風、大規模事故・事件、その他社会的影響の

大きな災害等が発生し、その対策上、貸付スペースが必要と市が判断したと

きは、喫茶店営業を休止し市が必要なスペースを使用できるものとする。な

お、この場合における貸付料等の取扱いについては、その都度協議するもの

とする。 

 (13)特記事項 

   ギャラリー内の工事や設備改修、施設点検等に伴い、ギャラリーが休館を 

する場合があるほか、喫茶店の営業休止が必要となる場合がある。営業休止 

が必要となった場合の貸付料等の取り扱いについては、別途協議をするも 

のとする。 

９ 使用上の制限 

(1) 貸付面積内にある情報コーナーエリアには各種アート情報があり、それ

らを入手・利用するのみの目的で、情報コーナーエリアに入室する方がいる

場合がある。また、情報コーナーエリアのテーブル・椅子は、喫茶店利用者

優先で使用することが出来るが、情報コーナーエリアのみ利用される方が、

空いている席に座ることを禁止してはならない。 

(2) 管理者が情報コーナー運営業務として、資料の管理や情報提供業務の実

施、管理者主催事業のため情報コーナーエリアを一部使用する場合におい

て、出店者はこの業務を妨げてはならず、喫茶店の営業に支障がない範囲で

協力すること。 

(3) 出店者は、最善の注意をもって貸付物件の維持保全に努めなければなら

ない。 

(4) 出店者は、貸付物件を喫茶店の営業以外の用途に供してはならない。 

 (5) 出店者は、貸付物件を第三者に転貸してはならない。 

10 契約の解除 

  市は、次の各号のいずれかに該当する場合は、貸付契約を解除することがで

きる。 

 (1) 国、地方公共団体その他公共団体において公用又は公共用に供するため

必要とするとき。 

 (2) 出店者が契約書及び募集要項の各条項に違反したとき。 

 (3) その他契約を継続しがたい重大な背信行為があったとき。 

11 原状回復義務 

  出店者は、貸付期間が満了し、又はその他の事由により契約が終了する場合

には、自己の費用をもって貸付物件を貸付期間の満了日、又は契約終了日まで

に原状に回復し、市の検査を受け、承認を得た後に市に返還すること。ただし、
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市が特に必要がないと認めるときはこの限りではない。 

12 調査協力義務 

市は、貸付物件について随時その使用状況を実地に調査することができ、こ

の場合、出店者はこれに協力しなければならない。 

13 損害賠償責任 

(1) 出店者の故意又は過失により、市又は第三者に損害を与えたと認められ

る場合、並びに貸付物件が使用に耐えない状態となった場合又は損傷した

場合は、市の指示により、その損害の全部又は一部について出店者が賠償

するものとする。 

(2) (1)により発生した損害について、市が第三者に対し賠償を行った場合

は、市は当該賠償額及び賠償に伴い発生した費用を出店者に対して請求す

る。 

14 有益費等の放棄 

  出店者は、貸付契約が終了した場合、終了事由に関わらず、貸付物件に投じ

た有益費、必要費及びその他の費用があってもこれを市に請求することはで

きない。 

15 契約の費用 

  貸付契約の締結、履行に関して必要な費用は、すべて出店者の負担とする。 

16 疑義の決定 

  契約書、募集要項及び本仕様書に定めのない事項に関し疑義のあるときは、

市と出店者が誠意を持って協議の上決定する。 

17 ギャラリー利用実績等 

(1) ギャラリー利用状況 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 

来館者 

（利用者からの申し出に基づく）
554,802 人 570,022 人 109,172 人 

展示室 11 室の利用率 

（日数ベース） 
100.0％ 96.2％ 35.2％ 

※上記のデータは過去実績値であり、今後の実績を保証するものではない。 

(2)催事開催状況 

ア 平成 30 年 10 月～12 月の 3ヵ月分 

別紙 1-1 のとおり 

イ 令和元年 10 月～12 月の 3ヵ月分 
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別紙 1-2 のとおり 

  ウ 令和 2年 10 月～12 月の 3ヵ月分 

別紙 1-3 のとおり 



別紙１－１







別紙１－２







別紙１－３






